
 

日本皮革製品マイスターの認定について 

 

一般社団法人日本皮革産業連合会は、平成29年度から運用を開始

した皮革製品マイスター実施要綱（参考２）に基づき、会員団体であ

る一般社団法人日本鞄協会とともに選考を進め、７月１２日付けで

次の者をJAPAN LEATHER GOODS MEISTERに認定しました。 

 

（鞄部門）土屋 國男 氏（株式会社土屋鞄製造所） 

 

第５回 日本皮革製品マイスター認定証授与式 

日時：令和４年８月３１日（水）午後２時 

場所：「上野精養軒（３階）桐の間」台東区上野公園4-58 

 

 

 

 

日本皮革製品マイスター制度は、日本の優れた皮革製品の技術者を顕彰・広報し、広く世

界の消費者等に周知を図ること等により、技術の維持向上と伝承、後進の育成及び皮革産業

の発展を図ることを目的として、本連合会が会員団体とともに検討を進め、平成29年度から

運用を開始し、現在、「鞄」、「ハンドバッグ」、「小物」及び「手袋」の部門でマイスタ

ーを認定することとしているものです。制度の概要等については、参考１の資料をご覧下さ

い。 



 

【平成２９年４月１日公表資料（一部修正）】（参考１） 

日本皮革製品マイスターについて 

１ 日本皮革製品マイスター制度の創設と認定開始について 

一般社団法人日本皮革産業連合会は、日本の優れた皮革製品の技術者を顕

彰・広報し、広く世界の消費者等に周知を図ること等により、技術の維持向上

と伝承、後進の育成及び皮革産業の発展を図ることを目的として、日本皮革製

品マイスター制度の創設について、会員団体とともに検討を進めてきました。 

この度、別添の実施要綱のとおりの成案を得て、平成29年度から本制度の運

用を開始し、マイスターを認定することとしました。 

本制度は全ての革製品を対象とするものですが、マイスターの認定は準備の

整った業種の皮革製品について本連合会と関係する会員団体が協力して行うこ

ととしており、現在、「鞄」、「ハンドバッグ」、「小物」及び「手袋」のマ

イスターの認定を行っています。他の業種については、準備が整い次第認定を

開始します。 

 

２ マイスターの正式名称及びロゴマークについて 

日本皮革製品マイスターの正式名称は以下のとおりであり、本連合会名義で

商標登録を行っています。 

「JAPAN LEATHER GOODS MEISTER」 

マイスターのロゴマークは、別紙（省略）のとおりであり、本連合会名義で

商標登録を行っています（平成30年7月11日現在）。 

正式名称及びロゴマークは、実施要綱に基づいてマイスターの認定を受けた

者等のみが使用できます。 

 

３ 認定手続き等について 

マイスターの認定は、自薦又は他薦に基づき随時行います。ご関心のある方

は、実施要綱をご覧の上、次頁の窓口までお問い合わせ下さい。認定結果につ

いては、別途、公表してまいります。 



 

 

【問い合わせ先・推薦先】 

（鞄関係）一般社団法人日本鞄協会 事務局 

〒１１１－００５２ 東京都台東区柳橋２－１６－１４ バッグ会館４F 

電話 ０３－３８６２－３５１６   ＦＡＸ ０３－３８６２－３５２０ 

（ハンドバッグ・小物関係）一般社団法人日本バッグ協会 事務局 

〒１１１－００５２ 東京都台東区柳橋２－１６－１４ バッグ会館 

電話 ０３－３８５１－５２７８   ＦＡＸ ０３－３８５１－７７２５ 

（手袋関係）日本手袋工業組合 事務局 

〒７６９－２７０１ 香川県東かがわ市湊１８１０番地１ 

電話 ０８７９－２５－３２０８ ＦＡＸ ０８７９－２４－０８３８ 

（全般）一般社団法人日本皮革産業連合会 事務局 

〒１１１－００４３ 東京都台東区駒形１－１２－１３ 皮革健保会館７階 

   電話 ０３－３８４７－１４５１   ＦＡＸ ０３－３８４７－１５ 

以上 



 

（参考２） 

皮革製品マイスター実施要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、我が国の優れた皮革製品（革靴・鞄等）の技術者を顕彰・

広報し、広く世界の消費者等に周知を図ること等で、技術の維持向上と伝承、

後進の育成及び皮革産業の発展を図ることを目的とし、対象とする皮革製品

について最高水準の技術者として認められるJapan Leather Goods Meister

（日本皮革製品マイスター）の名称及びマーク、認定要件、認定手続、顕彰

等について規定する。 

 

 （名称及びマーク） 

第２条 この要綱により定める皮革製品マイスターの正式名称はJapan 

Leather Goods Meisterとし、通称は日本皮革製品マイスター及び皮革製品

マイスター、略称はJLGMとする。 

２ 皮革製品マイスターのマークは別紙のとおりとする。 

３ 皮革製品マイスターの正式名称及びマークに関する一切の権利は、一般社

団法人日本皮革産業連合会（以下「連合会」と言う。）に帰属する。 

  

（正式名称等の表示の資格及び表示方法等） 

第３条 皮革製品マイスターの正式名称及びマークの表示の資格者は、この要

綱に基づき皮革製品マイスターの認定を受けた技術者（以下「認定技術者」

と言う。）及び認定技術者が作成に従事する皮革製品の製造企業（以下「認

定企業」と言う。）とする。 

２ 認定技術者及び認定企業（以下「認定技術者等」と言う。）は、自己又は

自己の皮革製品について皮革製品マイスターを対外的に表示する際には、そ

の正式名称を用いなければならない。 

３ 認定技術者等は、前項の表示の際に、正式名称に加えて、通称若しくは略

称又はマイスター等の適切な用語を用いることができる。 

４ 認定技術者等は、前三項の表示に際しては、連合会が別に定める表示方法

その他の条件を遵守しなければならない。また、皮革製品マイスターの品位

を保持し、かつ、他者の権利を侵害しないよう、注意を払わなければならな

い。 

５ 認定技術者等が行った第１項から第３項までの表示により問題が生じた場

合には、認定技術者等が速やかに対処するものとし、連合会は一切の責任を

負わない。 

６ 認定技術者等でない者は、自己及び自己の皮革製品について皮革製品マイ

スターの正式名称及びマークの表示をしてはならない。 



 

 

（認定要件） 

第４条 皮革製品マイスターは、次の要件を満たす日本国内の技術者について、

連合会が認定する。 

一 対象とする皮革製品に関して、連合会及び当該皮革製品の製造に関連

する連合会の正会員団体（以下「関係会員団体」と言う。）において、

業界内で最高水準の技術者として認める者であること。 

    二  後進指導の能力及び意欲を有し人格の優れた者であること。 

２ 前項の認定要件の詳細は、連合会が関係会員団体と協議して、皮革製品の

各種類毎に定める。 

 

 （認定手続） 

第５条 皮革製品マイスターの認定を受けようとする技術者は、認定企業となるべ

き企業と連名で、連合会の定める様式による認定申請書を連合会又は関係会

員団体に提出しなければならない。 

２ 連合会又は関係会員団体は、前項の申請書の提出があった場合には、相互

に協議する。 

３ 前項の協議が整い、連合会の技術認定委員会及び人材養成委員会の審査に

おいて、認定すべきものと認めた場合には、連合会会長の名で申請者に連合

会の定める様式による認定証を交付する。認定証の交付は、毎年度１回行う

ことを原則とする。 

４ 前項の認定は、対象となる皮革製品の種類毎に行うものとする。 

５ 第３項の規定に基づき認定を行わない場合には、申請者にその旨を通知す

る。当該通知を受けた申請者は、これについて不服を申し立てることはでき

ない。ただし、将来において再度の申請を行うことを妨げない。 

６ 認定を行う理由又は認定を行わない理由は、これを開示しないものとする。 

７ 認定には条件を付すことができる。この場合には、認定技術者等はこれに

従わなければならない。 

８ 皮革製品の各業種の組合、商工会議所、地方自治体、その他連合会及び関

係会員団体の定める団体及び企業等（以下「組合等」と言う。）は、皮革製

品マイスターの候補者を連合会又は関係会員団体に対して推薦することがで

きる。ただし、皮革製品マイスターの認定を受けることとなる技術者及び認

定企業となるべき企業の同意がある場合に限る。 

９ 前項の推薦については、第１項から第７項までの規定を準用する。 

 

 （認定の取消し） 

第６条  認定技術者等に次の行為があった場合には、連合会は、皮革製品マイスタ

ーの認定を取り消すことができる。この場合には、認定取消証を交付する。 



 

一 皮革製品マイスターの正式名称及びマークの表示に関して、連合会の

定める事項に違反したとき。 

二 前条第７項の条件に違反したとき。 

    三  次条第１項第３号の事業に協力しないとき。 

四 前号までに掲げる他、この要綱の規定に違反したとき。 

五 その他、皮革製品マイスターの信用を失墜させる行為があったとき。 

 

 （皮革製品マイスターの顕彰等） 

第７条  この要綱の目的を達成するため、連合会は、関係会員団体の協力を得て事

業計画及び収支予算の範囲内で、次の事業を行うものとする。 

一 認定証授与のための式典の開催及び記念品の贈呈等による皮革製品マ

イスターの顕彰。 

    二  皮革製品マイスターに関する各種広報活動。 

三 次世代の技術者育成及び指導のための各種事業。 

  ２ 認定技術者等は、連合会及び関係会員団体の定めるところに従って、前項

第３号の事業に協力しなければならない。 

 

 （附 則） 

この規定は、平成２９年４月１日から施行する。 



 

（別紙） 

 

 

 

 

 

 

ロゴマーク作成の考え方 

・シンプルな形で記憶しやすい 

・日本（メイドインジャパン）を一目で伝える（日の丸のモチーフ） 

・正式名称であるJapan Leather Goods Meister、特に「Meister」を伝える 

・「皮革」の要素を伝える（レザーマークの意匠を使用） 

・バッジ等での使用にも配慮して小さいサイズでも視認性が良い（赤色等）  


